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はじめに

＜お見舞い＞

３月１１日（金）に端を発する、

一連の震災、原発事故その他の災害

において被災された全ての皆様に、

心からお見舞い申し上げます。

公的組織BCP・法環境研究会 一同
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報告内容

研究会の体制

活動経過の概要

活動成果（中間報告）

今後の展望（１１年度の活動方針案）
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研究会の体制

副座長：山田（ﾄｯﾊﾟﾝﾌｫｰﾑｽﾞ）

座 長：森 健（住友電装）

副座長：上田悦久（ｼｰﾏﾗﾎﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ）

研究会メンバー ※順不同、敬称略

・奥山 良一 （奥山事務所）
・北山 賀三 （山 武）
・志方 宣之 （ラ イ オ ン）
・ 橘 博隆 （富士通総研）
・三富 創 （ ｱｼﾞｱ 航測）
・宮本 薫 （NKSJﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）
・森本 浩之 （建設技術研究所）
・矢野 陽子 （建設環境研究所）
・横内 崇 （ｱﾋﾞｰﾑｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ）
・吉田 哲也 （富士通総研）
・渡邉 耐三 （鈴 与）

・小山 和博 （ｲﾝﾀｰﾘｽｸ総研）
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活動経過の概要

研究会開催日程（２０１０年度）

・第１回 ８月 ２日
・第２回 ９月１６日
・第３回 １０月１８日
・第４回 １１月２６日（※合同開催）
・第５回 １２月２０日
・第６回 １月２８日
・第７回 ２月１６日
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活動成果（中間報告）

（例）地震発生後の

「避難行動」

「放置車輌、障害物、その他ガレキの除去」

「原子力災害の発生への対処」

・

・

・

法的構成は？
ＢＣＰ策定において、
（その対策実行について）
法的な担保はされているか？
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①災害対策基本法を中心に、
「事業継続上、知っておくべき

法律知識」を整理
→「ＢＣＰ策定」や

「普段のＢＣＭ」への反映
を検討

②事例集を整理し、
訓練シナリオへの反映を検討

③企業にとって
「知っておくべき法律事項」
の一覧を作成

（※全て、１０年度からの継続事項）

今後の展望（１１年度の活動方針案）

重要度 名称 制定・改定日 制定目的 主な内容 指示権者
適用範囲

(企業・公的組織・地域・業種・分野 など)

◎ 災害対策基本法
昭和３６年法律
第２２３号

総合的な防災行政推進のため、
災害対策の基本を定めるもの。

１．基本事項
　・用語の定義
　・国、都道府県、市町村、住民等の責務
２．防災に関する組織
　・中央防災会議
　・地方防災会議（都道府県防災会議、市町村防災会議、協議会）
　・災害対策本部、非常災害対策本部、緊急災害対策本部
３．防災計画
　・防災基本計画（国）
　・地域防災計画（都道府県、市町村）
　・防災業務計画（指定公共機関）
４．災害予防
　・災害予防責任者の防災訓練義務
５．災害応急対策
　・災害応急対策の内容、実施責任者
　・警報等の伝達（特に市町村長の警報の伝達及び警告）
　・事前措置及び避難（避難の指示、避難の勧告）
　・応急措置
　（応急措置、警戒区域の設定、応急公用負担、
　　自衛隊法に基づく災害派遣要請、
　　都道府県知事の従事命令、交通規制）
　・災害復旧
　・財政金融措置（激甚災害の場合の費用負担）
　・災害緊急事態（災害緊急事態の布告）

（静岡県危機管理部提供資料をもとに一部改変）
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(企業・公的組織・地域・業種・分野 など)

◎ 災害対策基本法
昭和３６年法律
第２２３号

総合的な防災行政推進のため、
災害対策の基本を定めるもの。

１．基本事項
　・用語の定義
　・国、都道府県、市町村、住民等の責務
２．防災に関する組織
　・中央防災会議
　・地方防災会議（都道府県防災会議、市町村防災会議、協議会）
　・災害対策本部、非常災害対策本部、緊急災害対策本部
３．防災計画
　・防災基本計画（国）
　・地域防災計画（都道府県、市町村）
　・防災業務計画（指定公共機関）
４．災害予防
　・災害予防責任者の防災訓練義務
５．災害応急対策
　・災害応急対策の内容、実施責任者
　・警報等の伝達（特に市町村長の警報の伝達及び警告）
　・事前措置及び避難（避難の指示、避難の勧告）
　・応急措置
　（応急措置、警戒区域の設定、応急公用負担、
　　自衛隊法に基づく災害派遣要請、
　　都道府県知事の従事命令、交通規制）
　・災害復旧
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ご清聴ありがとうございました。


